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平成の大合併の結果、全国の市町村数は、３２３２か

ら１８２０（平成１８年４月）となりました。大阪府では、

堺市と美原町の１件だけで、市町村合併は終わった

との見方が大勢であるように言われています。

しかしながら、市町村においては、今後、人口減

少によって税収が減少し、高齢化に伴って行政経費

が増大することが予想されます。仮に、地方交付税

が削減されるようなことになれば、市町村の財政状

況は一層厳しくなる可能性があります。

市町村は、住民に身近なサービスを提供する自治

体であり、地域の総合的な行政主体として持続可能

な行政サービスを提供していくためには、行財政基

盤を強化し、より一層自律的かつ主体的な行財政運

営を行うことができる体制づくりが求められていま

す。

このため、大阪府としては、「大阪府市町村合併推

進審議会」を設置し、本年１月から４回の審議会を

開催し、「基礎自治体の現況と課題」や「持続可能な

公共サービス提供のあり方」、「大阪都市圏における

望ましい規模・権能」などについてご議論・ご意見

をいただきました。

そして、先の７月２６日（水）に第５回目の審議会

が開催され、これまでの議論を整理し、「自主的な市

町村の合併の推進に関する構想」（中間まとめ）とし

て、「大阪都市圏における望ましい市町村の姿」がと

りまとめられました。

審議会として今後の市町村や府民の皆さんの議論

の参考としていただきたいと考えています。

この「中間まとめ」は、府内市町村を取り巻く状

況や将来見通しの厳しさについて、審議会としての

共通認識を示すとともに、『大阪都市圏における望ま

しい市町村の姿』について示されています。おもな

特徴（ポイント）は、次の２点となっています。

●将来の市町村財政は非常に厳しくなることが予測

されること。特に、人口の少ない町村において、

人口減少・高齢化による影響が大きいこと。

・「人口減少・高齢化による影響」については、

平成１６年から平成２７年にかけて人口が減少する

と推計されている府内の２９市町村について、現

行制度が変わらず、行革努力を全くしない前提

で、機械的に試算。

・具体的には、税収は、労働力人口に比例して減

少。老人の扶助費は、高齢化に比例して増加。

逆に、児童の扶助費は、少子化に比例して減少

することによる影響額を試算。

・人口規模別にみると、人口２万人以上の市町村

の人口減少率は１５％前後であり、人口減少によ

る影響額が平成２７年度の財政規模に占める割合

は２％前後。

・一方、人口２万人未満の町村は、人口減少率が

２５％もあり、人口減少による影響額が平成２７年

度の財政規模に占める割合は７％を超え、最も

大きくなっている。

・この影響額が、標準財政規模に占める割合は１０％

を超えている。

「中間まとめ」の概要はじめに

自主的な市町村の合併の推進に関する構想
（中間まとめ）

～「大阪都市圏における望ましい市町村の姿」について～

大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４４－６０９６）
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●望ましい市町村の姿として、一定の権限を有する

規模を備えることで行政処理能力の向上が図れ、

行政経費の面からは、２０万～３０万人程度が最も効

率的であること。

・一般的に行政組織は、規模が大きいほど専任組

織の設置が可能となり、各種施策を推進する上

で、政策形成、対外調整、情報発信などについ

て組織的に対応する余力が生まれる。

また、消防力の向上が図られる、上下水道や

国民健康保険の運営が安定的にできる、などの

メリットも現れる。

２０～３０万人規模の市をみると、平均２０００人程

度の職員体制で、企画・行政改革・女性政策、

環境政策などの分野において専任組織が設置さ

れている。

・また、住民１人当たりの行政経費を見ると、総

務費、老人福祉費、保健衛生費、清掃費など多

くの行政分野において、２０万～３０万人程度が最

も安上がりで効率的となっている。

今後、大阪府は、この「中間まとめ」を市町村や

民間団体への説明会や学習会などで積極的に活用し、

合併機運の醸成に努めるとともに、平成１９年度末ま

でには、本審議会から示される予定の合併市町村の

組合せや府としての支援方策等の最終答申を踏まえ、

「自主的な市町村の合併に関する構想」を取りまとめ

てまいります。

まとめ
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参考（「中間まとめ」本編）
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